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特集：次世代半導体を支える粉体技術

積層造形技術と材料設計からみた
次世代半導体製造技術の展望

日本鋳造株式会社　大山　伸幸、蓮見　侑士
Nobuyuki OYAMA,Yuji HASUMI

1．はじめに

近年、AI・自動運転技術の急速な発展により、
高速通信・高速演算処理が必要となり、半導体分
野において高精度化要求が高まっており、それら
の装置の構成部材には熱変形を抑える目的で低熱
膨張合金を採用するケースが増えている1）。さら
に、最近では、世界的な CO2排出量の削減ニーズ
の高まりに応じて、低熱膨張性だけではなく、さ
らに、軽量化・制振性・熱伝導性を有する高機能
材料が強く求められている。

積層造形技術2）（Laser 式 Powder Bed Fusion、
以下に PBF と称す）は、切削加工や機械加工に続
く第3の加工法と称され、プロセスのデジタル化の
進展に伴い、複雑形状を有する製品が容易に製造
できるようになった。しかし、積層造形技術を適
用した材料として、これまでにはステンレス鋼や
アルミ・チタンを用いた幾つか報告例3）があるが、
低熱膨張合金の積層造形技術に関する報告例は数
少ない。そこで、筆者らは、当社で開発した極め
て小さい熱膨張率を実現した低熱膨張材料 LEX−
ZERO�®� 4）の粉末を製造し、金属積層造形技術を適
用し、その熱膨張特性や機械的性質などに関する
基礎検討を行った。さらに、積層造形を活用した
構造設計技術により、低熱膨張性に加えて、軽量
化・制振性・高熱伝導性の機能を付与した高機能
製品の開発事例を報告する。

2．実験方法

2−1　実験試料および造形装置
表−1に本研究に用いた低熱膨張合金粉末（LEX�®

と称する）の化学組成を示す。実験には、表−2に
示す条件で製造したガスアトマイズ粉末（10～
45 µm）を用いた。図−1に今回実験で検討した
LEX�®粉末の外観写真を、図−2に Ar によるガスア
トマイズ法5）で製造した LEX�®粉末の粒子径分布お
よびその円形度を示す。ここで、円形度は、下記
の（1）式で定義した。

10 μm

図−1　ガスアトマイズ粉末の外観写真

表−1　低熱膨張合金の試料の化学成分（Mass ％）

C Si Mn Ni Co

≦0.05 ≦0.4 ≦0.5 32.5～36.0 0.0～4.5

表−2　ガスアトマイズ粉の製造条件

ノズル径（mm） 2.0

溶解温度（℃） 1,750

ガス雰囲気 Ar

ガス噴射圧（MPa） 6.0

Key Words:� アトマイズ金属粉末、Additive Manufacturing、低熱膨張材料、半導体製造装置用部品
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　C ＝ 4πS／L�2� （1）

　　C：円形度（−）
　　S：粒子の断面積（m2）
　　L：粒子の周囲長さ（m）
図−1と図−2に示すように、その円形度は粒子径

によって多少異なるものの、約0.8とほぼ球形で
あった。また、使用した粉末粒子径は、本研究で
用いた PBF 方式の金属積層造形装置に適した
10～45 μm 粉末を用いた。

積層造形装置は、出力400 W の Yb 系ファイ
バーレーザー（ビームスポット径：約0.1 mm）を
搭載したものである。

表−3にレーザー照射条件の範囲を示す。レー
ザーの走査方向は、図−3に示すように1層ごとに
67 °ずつ回転させて造形した。

2−2　測定方法
造形物の密度は50 mm 角の立方体の重量と見掛

け体積から算出した。熱膨張率は、JIS　Z　2285に
従い、熱膨張計（NETZSCH ㈱製　DIL 402シリー
ズ）により8 mm 径×50 mm 長の試験片を用いて
その変位を測定し、10～40 ℃における傾きから定
義した。また、熱伝導率は10 mm 径×2 mm 厚の
試験片を用いてレーザーフラッシュ法（アルバッ
ク理工製 TC−9000）で測定した。引張強度など
の機械的性質は JIS　Z−2241に従い、ヤング率は
60 mm 長×10 mm 幅×2 mm 厚の試験片を用い
て JIS　Z　2280（曲げ共振法）により測定した。

各種物性の異方性については、積層造形方向と
同方向（X 軸）と直角方向（Y 軸）および垂直方
向（Z 軸）で試験片を採取し測定に供した。

金属組織は、積層面に対して水平面を鏡面研磨
し、3 ％硝酸アルコール液を用いて組織を現出さ
せ、実体顕微鏡、光学顕微鏡、走査型電子顕微鏡
に供した。また、X 線回折装置を用いて得られた
ラインプロファイルから CMWP 法6）により転位密
度を算出した。

2−3　�積層造形技術を活用した低熱膨張材料への
機能付与事例

前述の通り、近年、低熱膨張材料の需要の高ま
りを受けて、材料に低熱膨張性だけでなく、軽量
化・制振性・高熱伝導性を有した高機能材料が求
められている。

軽量化に関しては、低熱膨張材料は比重が8.15
と大きく、半導体製造装置の分野だけでなく、光
学製品である光学衛星分野においても軽量化が要
求されている。そこで、今回、軽量化の適用事例
として、半導体の露光装置と類似の宇宙光学衛星
部品の支持構造を想定したトラス構造部材を対象
とし、JAXA7）との共同で、従来の機械加工品に対
して、積層造形プロセスを活用した構造設計によ
る軽量化製品を製造した。

また、低熱膨張性に制振性の機能を付与する手
法として、増谷らの手法8）を参考にして、粒状体
ダンパを活用した低熱膨張性と制振性の両立を目
指した製品を試作した。さらに、今回、低熱膨張
性と高熱伝導性を両立することを目的に、低熱膨
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図−3　レーザー走査方向の模式図

表−3　レーザーの照射条件

レーザーの照射径（mm） 0.02〜0.08

レーザー出力（W） 100〜400

レーザーの走査速度（mm／s） 400〜1600

レーザー間の走査間隔（mm） 0.08〜0.16
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張材料として、写真−1に示す低熱膨張材料の格子
体を製造し空隙中に Cu を含浸させたサンプルを
製造した。ここで、低熱膨張材料と高熱伝導材料

（Cu）の体積比は55：45に設定した。

また、いずれの製品に関しても、各部位の寸法
は、㈱ミツトヨ製の CNC 三次元測定機（精度：
長さ200 mm に対し±2.3 μm）を用いて行った。

3．実験結果および考察

3−1　�低熱膨張合金の鋳造品と鍛造品と積層造形
品の比較

各製品の物性を測定する前に PBF 法における造
形条件の適正化を実施した。図−4にエネルギー密
度と積層造形物の見掛け密度の関係を示す。ここ
で、溶解される粉末の単位体積当たりに投入され
るレーザー照射のエネルギー密度 E は（2）式で
表される。

写真−1　�低熱膨張性と高熱伝導性を両立した LEX−ZERO�®
の積層造形体

　E = P／（v ∙ s ∙ t）� （2）

　　E	：レーザー照射のエネルギー密度（J／mm3）
　　P	：レーザー出力（W）
　　v	：レーザー走査速度（mm／s）
　　s	：レーザー走査ピッチ（mm）
　　t	：粉末積層厚（mm）
図−4より、今回の合金の造形エネルギー量を適

正に選択すれば、造形密度は99.9 ％以上で内部欠
陥なく製造可能であることが確認された。

図−5に鋳造品、鍛造品、PBF 品の各製造プロセ
スの違いによる低熱膨張合金の物性比較を示す。
これより、積層造形品は、引張強度やヤング率（図
には示していないが0.2 ％耐力）は鋳造品より優
れ鍛造品とほぼ同等であり、伸びと絞りは鋳造品
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図−4　レーザーの照射エネルギー密度と造形物密度の関係

図−5　各プロセスによる低熱膨張合金の物性比較
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や鍛造品より優れていた。また、積層造形品の熱
膨張率は、鋳造品や鍛造品と比較して熱膨張率が
低いだけでなく負の値を示した。さらに、液体窒
素の沸点である−196 ℃近くまでほぼ0.0 ppm／℃
に近いごく低温まで低熱膨張性を保持することが
可能であることが確認された。これは、−100 ℃程
度の宇宙空間では、この材料が使用可能であるこ
とを示す世界初の画期的な重要な発明であること
を示している。0.0 ppm／℃に近いごく低い熱膨張
率の材料が、ごく低温の宇宙空間で使用可能であ
ることを示す世界初の画期的な重要な発明9）であ
り、本特許は、欧米はもとより、中国・韓国にお
いても成立しており、我が国が世界に誇れる製品
の一つであると考える。

図−6に鋳造品と PBF 品における Co 含有率と造
形直後の平均熱膨張率との関係を示す。また、
図−7に室温以下の低温時における鍛造品と PBF
品の熱膨張変位の比較を示す。これらより、鋳造
品と PBF 品の何れも Co 含有率の増加に伴い熱膨
張率は低下するものの、PBF 品ではその影響が小
さく、Co 含有率0 % においても平均熱膨張率が
0.0 ppm/℃であることが確認された。Co を1 ％以
上含有した場合は発がん性や肺機能異常を引き起
こすことなどが指摘され特定化学物質として規制
されている。また、Co は Au・Ta・W・Sn とと
もに高リスク鉱物として取り上げられている。
図−6に示す、Co 含有率を大きく削減しても低熱膨
張性に影響を及ぼさない本知見は、将来の日本に
おける製造業の持続可能社会の実現に関して、有
益なものであると言える。

図−8に鋳造品、鍛造品、PBF 品のマクロ組織の
実体顕微鏡による観察結果、図−9に二次電子顕微

鏡による観察結果を示す。図−8と図−9の観察結果
を基に、図−10に測定した二次デンドライトアー
ム間隔とその冷却速度の実測値および計算値の関
係を示す。図−10より、PBF 法では、均一に粉末
床に堆積された粉末がわずか0.01秒の間で約
3,000 ℃超の昇温・冷却を繰り返すため、凝固反

(a) 鋳造品 (b) 鍛造品 (c) PBF品

図−8　鋳造品と鍛造品と PBF 品のマクロ金属組織の比較
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図−9　二次電子顕微鏡を用いた鋳造品と積層造形品の金属組織の観察結果
（a） 砂型鋳造品 （c） PBF品（b） 金型鋳造品

100 μm 100 μm 10 μm



粉 体 技 術48 　（870）　

応が10�2～10�6 ℃／s 程度の冷却速度で進行10）し、
図−8と図−9に示すような安定した均一な微細組織
を形成する。これにより極低温まで低熱膨張性が
維持されるとともに、Co 元素を使用しなくても低熱
膨張性を示したものと推察される。さらに、表−4
に鋳造品と PBF 品に関して転位密度を比較した
結果を示す。これより、PBF 品は鋳造品と比較し
て転位密度が1桁大きく格子欠陥が多いことが確
認された。

表−4と図−10より、積層造形品が鋳造品と比べて
機械的性質に優れている原因は、結晶粒の微細
化11）および転位強化に起因12）するものと予想され
るが、これらの影響の定量的な解析は今後の課題
である。また、転位密度の増加に伴い材料の保持
力が増加するなど転位密度が磁気特性に影響する
ことが指摘されている13）。これが、低熱膨張合金
を積層造形した時に負の熱膨張率を示す現象や

表−4　鋳造品と PBF 品の転位密度（1／m2）

試料 転位密度

鋳造品 6.4×1013

PBF 品 1.9×1014

Co を添加しなくても低熱膨張性を示すことの一因
と推定されるが、本実験結果のメカニズムの解明
にはさらなる研究が必要である。

3−2　�積層造形技術を活用した低熱膨張合金に機
能の付与事例

図−11に、光学衛星用のトラス構造部材の軽量
品の事例を示す。図−11に示すように、構造部材の
使用者との共同開発を通して、パイプ部を中空の
格子構造に設計した14）。その結果、低熱膨張率を
維持した状態で機械的性質を担保できる範囲内で、
光学用トラス構造部材の重量を3.2㎏に対し0.85
㎏と75 ％の軽量化を達成することに成功した。

図−12に、粒状体ダンパ（振り子）を内蔵した
低熱膨張材の積層造形品の事例を示す。今回、制
振性を評価する目的で、30 mm 縦×250 mm 横×
20 mm 厚の板の内部に低熱膨張合金の粉末を一部
残留させた振り子を内蔵した製品を製造した。
図−13に、従来の中実の低熱膨張材料の鍛造品と
今回、新たに設計した積層造形品（PBF 品）の周
波数ごとの振幅（制振性）を比較した結果を示す。
これより、本材料の共振周波数である400 Hz およ

©NIPPONCHZO/JAXA

従来の鍛造の
機械加工品

積層造形技術による
LEX®の軽量化製品

50 mm

図−11　観測衛星用光学部品の軽量化事例
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図−12　粉粒体ダンパ（振り子）を内蔵した低熱膨張材の PBF 品
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び800 Hz 周辺の振幅を50 ％以下に低減できるこ
とが実証された。本試作事例の実用化には、機械
的性質の許容範囲の定量化などいくつかの課題を
有する。

図−14に、写真−1に示す低熱膨張材料を積層造
形した格子体に Cu を1,185 ℃で含浸させた結果
を他の元素の場合とともに示す。これより、今回、
製造した材料は、地政学的に供給が不安定である
高価な W や Mo とほぼ同等の低熱膨張率と熱伝
導率を有していることが確認されたが、W−Cu の
クラッド材と比較15）すると、まだ不十分である。今
後は、低熱膨張材料 LEX�®と高熱伝導材料 Cu の
体積比や含浸させる温度を最適化することで、さ
らなる特性の向上を図る。

図−15に、これまで製造した積層造形品の各部
位の設計値と実測値を比較した結果を示す。これ
より、寸法精度は±200 μm 以下で PBF 品の製造
が可能であると確認された。
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と熱伝導率の関係

4．おわりに

当社は、2018年9月より、レーザー粉末床溶融結
合法（PBF 法）による金属3D プリンター製品の
開発に取り組んできた。今回、当社の独自材料で
ある低熱膨張材料を中心に PBF 品の基礎物性を
測定し、その原理の解明とコスト低減技術を確立
し、下記の結果を得た。

1．�積層造形品（PBF 品）は、寸法精度±200 µm
で製品が製造可能であり、熱膨張特性は鋳造
品・鍛造品に比べて優れており、引張強度と
0.2 ％耐力やヤング率は鍛造品並みであった。
また、伸び・絞りなどの延性に関しては、積
層造形品は、鋳造品と鍛造品の何れよりも優
れることが確認された。

2．�特に、熱膨張特性に関しては、PBF 法を適
用することで、高価な Co を使用することな
く、低熱膨張性を維持することが可能であり、
さらに、−197 ℃程度の室温～極低温まで低
熱膨張性を安定することが確認された。
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3．�積層造形技術を活用することで複雑形状の
設計が可能となり、低熱膨張製品に軽量化・
制振性・高熱伝導性の機能を付与できること
が確認できた。今後、さらに積層造形技術を
進歩させることで、さまざまな高機能製品を
生み出すことが可能であることが示唆された。
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